
日清製粉グループ本社の社長の瀧原です。

6月末に社長就任以降、食糧インフレへの対応、豪州製粉事業への
対応、それを踏まえて中期経営計画策定に注力してきました。

また、10月19日には豪州製粉事業で大きな減損を公表しました。
これほどの赤字決算となり、投資家、アナリストの皆様にご心配
をお掛けしたことを、社長として大変に重く受け止めるとともに、
この難局を乗り越えていくために、私が先頭に立ってグループ全
体を率いていく覚悟を新たにしています。今回の危機感を踏まえ
て、どんな逆境にも打ち勝っていく決意を新たにしています。

当社グループはこの苦難を乗り越えて、さらに企業成長させてい
ける有無形の財産と企業体力を有しています。

今日は等身大の当社グループの現在及び今後の姿をご理解いただ
きたく、決算説明会を開催します。どうぞよろしくお願いします。
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まず、第2四半期実績と通期業績予想についてご説明します。
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P4をご覧ください。

8月に私自身、豪州に訪問し、現地のCEOと一週間近くにわたって
腹を割って議論をしました。
豪州市場は当社が2019年にAP社を買収した当時とは、コロナ影
響、ウクライナ問題影響等により、記載のように市場、環境が大
きく変容しており、当初想定していた事業計画の達成は難しいと
判断しました。

一方で、現地のCEOは、大手小売としっかりと関係構築し、また社
員をグリップしており、厳しい環境の中でも業績改善を実現して
いけると確信しています。その前提でCEOと合意した事業計画を踏
まえて、日本でもその検証を進めた結果、減損計上が必要と判断
しました。

減損損失としては日本円で558億円と大変に大きなものとなりまし
た。一方で、今期キャッシュが流出するものではなく、またコア
となる事業基盤もしっかりとしていることから、配当については
据え置きで年間39円としています。
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P5をご覧ください。

第2四半期実績は、売上高は国内の小麦粉価格改定、海外製粉事業
の相場上昇、為替影響等もあり、3,887億円と増収となりました。

営業利益は、国内製粉事業のふすま価格堅調、海外製粉事業の業
績好調により159億円と増益となりました。

しかしながら、先ほどご説明しましたように、豪州製粉事業での
減損損失計上により、四半期純利益は▲378億円の赤字となりまし
た。
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P6は、営業利益の増減要因を示したものです。

食品事業でのコストインフレ対応の後追い、医薬品原薬出荷減少
等があったものの、製粉事業のプラスでカバーして、増益となっ
ています。



P7をご覧ください。

5月の決算説明会にて、2022年度は食糧インフレ、コストインフレと
の闘いに勝たなければならないと申し上げました。

国際小麦相場は一旦は落ち着きを見せておりますが、為替の円安影響
もあり、本来であれば10月の輸入小麦価格は2割程度の上げとなる予
定でした。今回政府の緊急措置で据え置きとなりましたが、今年上
がった分は来年4月の麦価に反映される見込みです。
そのため、当初は食糧インフレとの闘いは2022年度と考えていました
が、2023年度も継続していくことになります。価格改定をしっかりと
行い、この闘いに勝っていきます。

尚、事業特性から、加工食品事業、酵母事業、豪州製粉事業はコスト
が先に顕在化して、それに対して後追いで価格転嫁をしていますので、
2022年度としては利益に対してマイナス影響となります。この部分は
必ず追いつき、取り戻していきます。
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P8をご覧ください。

国際小麦相場は、ウクライナ・ロシア情勢の緊迫化が継続してお
り、引き続き高値圏となっています。
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P9をご覧ください。

通期の業績予想については、こちらの表の通りです。

売上高は増収、営業利益は食品事業のマイナスはあるものの、国
内製粉事業のふすま価格堅調、海外製粉事業の業績好調に加え
て、豪州製粉事業での減損により償却費負担が減少し、増益を見
込んでいます。

しかしながら、当期純利益は、投資有価証券売却益をある程度織
り込むものの、豪州製粉事業での減損損失計上により、赤字を見
込んでいます。
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P10は、通期業績予想の営業利益の前年実績からの増減要因を示し
たものです。

主に豪州製粉事業での減損により償却費負担が減少し、増益を見
込んでいます。



P11をご覧ください。

冒頭にも申し上げましたが、当社のキャッシュポジション、コア
となる事業基盤は揺らいでおらず、配当については据え置きとし
ます。また、今後中期経営計画の進捗を踏まえて、増配について
常に前向きに検討していきます。
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続いて、中期経営計画についてご説明します。
2022年度から2026年度までの5年間の計画です。
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P14をご覧ください。

数値目標は、基準年となる2021年度に対してこの表の通りです。

2026年度目標は、売上9,000億円、営業利益480億円、EPS110円、
ROEは7%です。

この内容は、各事業会社とも議論を行い、積み上げたものであり、
目標は、全社が一丸となって対応すれば達成可能であると考えて
います。
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P15の図は今回の中期経営計画の位置付けです。
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P16をご覧ください。

基本方針は、私が目指す当社グループの姿として、5月の決算説明
会でも示したこの3つです。
食の中心企業であり続けられるよう尽力します。
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P17をご覧ください。

基本方針の一つ目、事業ポートフォリオの再構築によるグループ
成長力の促進について、事業競争力強化戦略、研究開発戦略、新
規事業開発・M&A戦略、デジタル戦略の4つに基づいて進めていき
ます。
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P18をご覧ください。

基本方針の二つ目、ステークホルダーとの関係に対する考え方を
明確にした経営推進ですが、食の安定供給をしっかりと果たして
いき、世の中から信頼される企業を目指していきます。

株主に対しては長期的な企業価値向上を図ることで、適切なTSRを
実現していくことが役割だと考えています。

また、分社体制の中ですが、私がグループ全体の統率者として、
お客様、取引先と直接に関係強化を図っていきます。
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P19をご覧ください。

基本方針の三つ目は、ESGを経営方針に取り込み、社会の動きに合
わせて実行です。特にEの環境を経営の最重要課題とします。
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P20をご覧ください。

事業ポートフォリオ再構築に向けた考え方ですが、「 (競争上意
義のある区分で)一定の事業領域においてトップであるか、トップ
になるうる事業」を基準として選択と集中を進めていきます。

当社グループは、これまでもこの考え方で事業ポートフォリオの
再構築を着実に進めてきました。今後も継続していくことで、事
業競争力をさらに高めていきたいと考えています。
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P21をご覧ください。

コア事業である国内製粉、加工食品、酵母事業は高いシェアと生
産性改善を積み重ねて、コストインフレの中にあっても安定した
収益を稼いでいけると考えています。お客様から得ている高い信
頼が貴重な財産です。
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P22をご覧ください。

コア事業は今後も安定的に成長し、引き続きキャッシュを創出し
ていく力があります。

その基盤において、2010年代は国際貿易協定との闘いでした。
その結果として、原料小麦と小麦関連製品の国境措置の整合性が
ある程度確保されたので、今後も長期間にわたって、安定した事
業運営が可能と判断しております。

それを踏まえて、ここ数年で国内のコア事業への投資を積極化さ
せています。水島新工場、熊本製粉買収、全農との業務提携はそ
の具体的な施策です。今後も国内投資を進めていきます。

そしてもう一つ強調しておきたいのは、食糧インフレの中にあっ
ても、これらコア事業の収益は揺らいでいないということです。
ある程度の需要減退、コスト転嫁の後追いはありますが、このこ
とは私から皆様に明確にお伝えします。
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P23をご覧ください。

中期経営計画において、国内製粉事業の最重要施策は、水島新工
場、熊本製粉買収案件です。両方とも私が日清製粉で担当をして
いた事案です。両方ともしっかりと仕上げていくように私も関与
していきます。

熊本製粉は製粉業界では数少ない有力企業であり、当社グループ
が知見を有していない、米粉、そば粉などもグループとして取り
込んでいきます。また、九州におけるコスト競争力をさらに高め
ていきます。
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P24をご覧ください。

国内製粉事業は、約30年かけてシェアを1/3程度から約4割まで高
めてきました。また、この期間、製粉工場の構造改善を進め、内
陸小規模工場の臨海大型工場への集約を進めてきました。

その結果、右のグラフに記載のように、一人当たりの小麦粉生産
量も飛躍的に伸びています。
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P25をご覧ください。

国内加工食品事業は、2022年1月の社名変更施策を確実に遂行し、
ブランド力を高めていきます。

また、生産拠点についてはこれまでもグローバルでの最適生産体
制を推進してきましたが、今後もさらなる需要拡大をにらんで、
国内外に必要な投資を進めていきます。
特に冷凍食品事業、業務用事業での売上拡大を中期経営計画期間
中に実現していきます。
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P26をご覧ください。

コア事業は、これまで築き上げてきた競争優位の源泉であるコス
ト競争力、調達力、お客様提案などを活かして、海外事業での成
長を実現していきます。

海外事業は、豪州事業の業績回復、償却負担減に加えて、インド
イースト事業のフル稼働効果などを実現し、中期経営計画最終年
度である2026年度に売上高2,700億円、営業利益180億円と伸長さ
せていきます。
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P27をご覧ください。

その中でも最も競争力があるのは製粉事業です。今回豪州での減
損はありましたが、海外事業を経営していく力は、グループの事
業群でもNo.1です。

米国の製粉事業は市場環境にも支えられて、高収益となっており
ますが、その維持、強化に向けて、事業成長やコスト削減を目指
し新たな投資を検討していきます。

また、新規投資についても今後中期計画期間中に稼ぎ出すキャッ
シュも活用して、当社グループの強みを活かせる地域において検
討を進めていきます。
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P28をご覧ください。

さて、豪州製粉事業です。
業績改善施策を推進し、加えて減損によるのれん等の償却負担減
少の影響があり、2026年度には、103億円の増益効果を実現しま
す。

豪州の市場については、私も直接確認し、人流は戻ってきていま
すが、小売のインストアベーカリー市場の変化、コストアップに
加えて、最大の課題は労働力不足に起因するサプライチェーンの
混乱です。

その中で、確実に実施していくべき施策について議論して取りま
とめました。現地、日本両面で全力で取り組まなければ、この数
字の達成は容易ではないと考えていますが、2026年度の数字につ
いては現地CEOが私にコミットしたものです。

今後施策自体の入れ替えはあると考えますが、私としては全力を
挙げて、実現させるよう努力します。
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P29をご覧ください。

今回取りまとめた業績改善施策の内容です。
コスト削減、主力製品での売上拡大、収益性の高い市場への取組
み、ブランド化を進めていくことで、前ページの効果を実現しま
す。

尚、10月19日の減損公表の後、現地CEOとは改めて今回見直した事
業計画を連携して実現していこうと話をしています。CEOからも困
難な事業環境ではあるものの、この計画の数字を完遂できると確
信していると返答がありました。

施策の中身は環境変化を踏まえて、多少入れ替えていくことにな
りますが、私も計画の数字の達成に向けて主体的に関与していき
ます。
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P30をご覧ください。

海外加工食品事業についても、次なる投資を検討、実行していき
ます。

また、各拠点はプレミックス以外は日本向けの生産拠点の位置付
けが強くなっていますが、中期経営計画中に現地販売を推進して
いきます。
日本の高品質な加工食品に対する需要、ニーズがあると考えてお
り、その取組みを進めていきます。
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P31をご覧ください。

インドのイースト事業は今年8月に稼働を開始し、生産、販売、配
送を実行しています。この工場は日本のイースト生産能力を上回
る規模ではありますが、インド市場は輸入のドライイーストが多
く使用されており、品質の高い、生イーストに対する需要があり
ます。

お客様開拓にはある程度の時間を要しますので、しばらくは収益
的にはマイナスインパクトにはなりますが、拡販により稼働率を
高めていくことで、中期経営計画期間中にフル稼働を実現してい
きます。その結果、2026年度の利益貢献も果たしていきます。

私自身12月に現地に行き、現地幹部とフル稼働に向けた認識共有
を図っていきたいと考えています。
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P32をご覧ください。

国内で事業成長が最も期待されるのが、中食・惣菜事業です。
この10年でも市場は約2割成長しており、食の外部化が進む中で、
今後も成長を実現していきます。

当社グループがこの事業に取り組む意義としては、これまで培っ
てきた自動化技術を、労働集約型のこの事業で発揮できること、
研究開発の成果によって品質の向上を実現することにあります。

また、製粉、加工食品事業との連携による小麦粉、ミックス、パ
スタを始めとする食に関する開発力を背景に当社グループ全体で
の売上拡大に貢献することもできると考えています。

実際に私自身、中食の工場をいくつか見て、その実現に対して確
信を持っており、自信を持って中期経営計画にもその内容を織り
込んでいます。
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P33をご覧ください。

これ以外にも当社グループは大変に有望な事業があります。
バイオ事業は国内の医薬品メーカー、大学などの研究機関におい
て使用している様々な研究素材に必要不可欠であり、この分野で
は他社が参入できない競争優位を持っています。その中でも診断
薬原料については、その知見を踏まえて、健康食品事業と連携が
可能であると考えており、この取組みは中期経営計画で実現して
いきます。

また、エンジニアリング事業、メッシュクロス事業は製粉事業か
ら派生していますが、独自に進化を遂げて、この領域で強い競争
力を持っています。この両事業ではお客様が重なる分野がありま
すので、そこでの連携を進めていきます。

また、新規事業もスタートアップ企業との協業、M&Aなど進めてい
きます。
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P34からはそれ以外の主要戦略についてまとめています。
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P35をご覧ください。

企業の競争力の源泉となる研究開発戦略は、健康機能性素材、中
食・惣菜加工技術、フードテック、自動化を重点領域として進め
ていきます。
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P36をご覧ください。

先ほど新規事業へのチャレンジでご説明しましたが、当社グルー
プの技術はこのように派生してきており、その領域を広げていく
ようにします。
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P37をご覧ください。

デジタル戦略については、グループ本社、各事業会社に専門部隊
を設けて進めていますが、データを一元化し、生産、販売での応
用を目指していきます。

そのための人材育成も急ピッチで進めていきます。また、ディ
フェンスとしてのサイバーセキュリティ対応も進めます。
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P38をご覧ください。

人材戦略も重要であります。分社化の中、グループ全体で最適人
材配置となるように、私も人材の見極め、各事業社長と最適配置
を議論して実行していきます。
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P41をご覧ください。

環境施策については、中期経営計画で独立した項目としましたよ
うに、重要であると考えています。

私としては、今の延長では、ここに記載の2050年に自社拠点にお
けるCO₂排出実質ゼロを目指す長期目標、2030年度までに2013年
度比で50%削減することの達成は難しいと考えています。

現在グループ内で議論を深めており、どうしたらこれが実現でき
るかを検討して、必要な投資、コストをかけていくようにしま
す。具体的な内容は、本日は時間の関係で割愛しますが、実際に
検討が進みましたら改めてご説明します。
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P44をご覧ください。

資本政策について、これまでと基本的な考え方は変えていませ
ん。
私としては当社は主要食糧を扱うビジネスであり、ある程度の財
務の安定性を確保していくことは前提と考えていますが、これ以
上キャッシュを積み上げる必要はないと考えています。

中期経営計画期間中に得られる営業キャッシュフローは投資、株
主還元で使い切ります。

また、皆様からいつもご指摘いただいている政策保有株式につい
ても、相手との関係性も踏まえながら、縮減していきます。

尚、資本コストを意識した経営、投資を明確にしていくように考
えており、具体的な施策の検討に着手しています。
ROICのみに捉われず、当社グループの各事業を成長させ企業価値
を高める戦略を進められるよう考えています。
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P45をご覧ください。

稼ぎ出す営業キャッシュフローの水準は、中期経営計画期間中に
さらに一段と高まっていく見通しです。
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P46をご覧ください。

今ご説明した内容を模式的にしたものがこちらの図です。
環境、デジタル、さらには研究施設については意識して投資を進
めていきたいと考えています。
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P48をご覧ください。

数値目標について、P14でご説明しました内容を、このページで改
めて示しています。
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P49をご覧ください。

海外事業についての数値目標もご説明してきた通りですが、
2026年度の海外比率は売上高で30%、営業利益で37.5%を目標とし
ております。

私からの説明は以上です。
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